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ILO- 労働の課題を扱う国連専門機関
• ILO－1919年第１次世界大戦後設立

- 1946 国際連合の専門機関

      - 1998 労働における基本的原則及び権利宣言

- 2019  100周年宣言：仕事の未来へ「人間中心のアプローチ」

• 加盟国は現在187

• 条約勧告（国際労働基準）の策定・適用監視

• 技術協力、訓練・教育

• 調査・研究
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加盟国
政府・労働者・使用者代表

の三者構成

社会正義
（Social Justice）

ディーセント・ワーク
（Decent Work）
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繊維産業の責任ある企業行動ガイドライン（ILO支援）
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参照：JTF繊維産業の責任ある企業行動ガイドライン



繊維産業における取組みの意義（企業）
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第一部

P4－13

参照：JTF繊維産業の責任ある企業行動ガイドライン
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「ビジネスと人権」(責任ある企業行動)

「国際的に認められた人権」である必要。

→ 最低限、世界人権宣言、国際人権規約、ILO中核的労働基準

人権＝人間が人として本来もっている権利
世界中どこにいても保障される

「ビジネスと人権」＝企業活動が様々な場面で人々の人権に与える影響を
踏まえて、人権を保護し、尊重し、救済するための枠組み。

企業は、事業活動のどこかでかかわりを持つ人権課題を見つけ、人権侵害
を予防・是正し、被害者に救済の手段を提供する責任があり、
これを「企業の人権尊重責任」という。
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人権デュー・ディリジェンスとは？
     事業活動における人権侵害リスクを調査・特定し、

   予防・軽減・是正のために対処すること

「負の影響への対処に
責任をもつために」
（指導原則１７）
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政府ガイドライン

出典：経済産業省ウェブページ
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出典：経済産業省ウェブページ

出典：経済産業省ウェブページ
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Q .企業にどの程度浸透
しているか？

Q .取組の効果は？

Advancing social justice, promoting 
decent work
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大規模企業を中心に、人権方針策定は約７割。
効果：自社及びサプライチェーンのリスク低減、投資家評価など

Advancing social justice, promoting decent work

9参照元：経済産業省・外務省「日本企業のサプライチェーンにおける人権に関
する取組状況のアンケート調査」2021

https://www.meti.go.jp/policy/economy/business-

jinken/suppiychain_chosa.pdf

https://www.meti.go.jp/policy/economy/business-jinken/suppiychain_chosa.pdf
https://www.meti.go.jp/policy/economy/business-jinken/suppiychain_chosa.pdf


自社の調達方針に人権基準を組み込み、モニタリングする（中小は求められる）
個社の取組には限界があるため、政府・公的機関への要望がある
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参照元：経団連「第３回企業行動憲章に関するアンケート結果」、2024

https://www.keidanren.or.jp/policy/2024/005.html

https://www.keidanren.or.jp/policy/2024/005.html


海外事業展開においても、調達先に対する要請と顧客からの要請がある
取引関係を梃子に、人権尊重が働きかけられている

Advancing social justice, promoting decent work
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参照元：JETRO 日本企業の海外事業展開に関するアンケート調査、2024

https://www.jetro.go.jp/world/reports/2024/01/d06df8fc5ec86c87.html

https://www.jetro.go.jp/world/reports/2024/01/d06df8fc5ec86c87.html


▪ 地方自治体の中小企業
振興施策において…

・人権尊重に関する地域
企業の困りごとに対処＆
低リスクで強靭なバ
リューチェーンをつくる

・効果はバリューチェー
ンを通じて地域社会経済
に波及

・持続可能で包摂的な
地域経済の成長促進
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中小企業の事例（すでに存在する好事例を促進する）
【A社】

A社は、１００名近い外国籍従業員が働く工場を運営。従業員の多様性を成長の強みにできるよう、国籍や性別に関係なく

管理者登用を行う、外国籍の職場リーダーが朝礼から各作業場巡回をして困りごとを聴き取り解決するという救済メカニズ
ムを運用、出身国の国歌や歌を放送、作業工程を複数言語で図示して理解度と効率を向上、企業内日本語教育や職業訓
練の実施などの取組を実施。2023年より人権方針を策定、人権DDを開始。ポジティブインパクト・ファイナンスも取得。

【B社】

B社は、日本と海外に工場を持つが、海外工場から日本の本社工場に１年研修渡航できるプログラムを整備し、帰国後は

班長などの要職起用を行うことで、従業員の定着率向上と優秀な人材確保につなげている。研修帰国後の従業員が中間
職に就き、日本のメーカー担当者や現地スタッフとそれぞれの言語でやり取りすることで効率的な工場運営を実現している。

【C社】

技能実習生を受け入れているC社は、実習生が企業内で孤立しないよう、経営者が日頃から声がけする、実習生と一緒に

昼食をとる、四季のイベントで日本文化に共に接することなどで、各人の悩みなどについて相談し易い環境づくりをしている。
また、祭りや盆踊りなどの行事に参加することで、地域住民との交流を図り、地域から孤立しないよう配慮している。自治体
の中には、実習生と地域住民の交流を支援しているところがある。C社では、実習生の新規受け入れについて、帰国した実
習生の紹介により同じ地域から採用が出き、親子2 代で来日している実習生もいるなど、効果があった。
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Q .自治体はどのように
企業の人権尊重を働き

かけられるか

14



経済産業省拠出プロジェクト（2025‐27）
「中小企業の責任あるバリューチェーン促進に向けた環境整備」（FEE-RVC）

➢ 背景

➢ 責任ある企業行動（RBC）/人権尊重を求める企業外部環境は引き続き継続

➢ バリューチェーンを構成する中小企業にチャレンジがある

➢ 地域経済における産業振興施策や地域金融を通じて、RBCを促進するための環境整備を図る

➢ 活動（一部）

➢ 地方自治体の産業振興施策を通じて中小企業のRBCを促進

→ パイロット事業（ワークショップ、事例発信等）

➢ 地方金融機関の責任ある投融資を通じて中小企業のRBCを促進

→ 地方金融機関向け研修
→ ポジティブインパクト・ファイナンスなど好事例発信
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中小企業
RBC

地方自治体
企業振興施策

地域金融機関
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・人権リスク低減…

・取引機会…

・人材確保…

・持続可能な企業…

・SDGs



参考：地方自治体によるSDGs活動支援施策概要

16

「自治体・金融機関のサステイナビリティ経営支援施策に関する調査研究報告書」
青山学院大学SDGs人材開発パートナーシップ研究所, 2022

2021report_web.pdf

地域の中小企業等を対象とした SDGs 活動支援施策に関する調査結果

https://sdgs-hrdp.jp/wp-content/uploads/2022/11/2021report_web.pdf


参考事例①：島根県「しまね人権尊重のまちづくり推進事業」
https://www1.pref.shimane.lg.jp/life/jinken/jinken/koshi/jinkensontyou/jinkensontyou.html?utm_source=chatgpt.com

17支援例：企業研修実施、トレーニン
グ・オブ・トレーナーズ、事例発信

https://www1.pref.shimane.lg.jp/life/jinken/jinken/koshi/jinkensontyou/jinkensontyou.html?utm_source=chatgpt.com


参考事例②：福知山市：市の発注業務における人権研修の実施
https://www.city.fukuchiyama.lg.jp/soshiki/6/68634.html

18支援例：企業研修実施、研修マテリ
アル交付、人権方針策定支援

https://www.city.fukuchiyama.lg.jp/soshiki/6/68634.html


参考事例③ 福山市「グリーンな企業プラットフォーム」 https://sdgs.fukuyama-city.jp/green/

19支援例：企業研修実施、トレーニ
ング・オブ・トレーナーズ、簡易評価

ツール開発、事例発信



参考事例④：川崎市SDGs経営支援
https://www.city.kawasaki.jp/280/cmsfiles/contents/0000155/155184/P08.pdf

20支援例：企業研修実施、トレーニ
ング・オブ・トレーナーズ、簡易評価

ツール開発、事例発信

https://www.city.kawasaki.jp/280/cmsfiles/contents/0000155/155184/P08.pdf
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Thank you.

連絡先:

ILO駐日事務所

プロジェクトコーディネーター

田 中 竜 介

中小企業の責任あるバリューチェーン促進に向けた環境整備（FEE-RVC）プロジェクト

Email：tanaka@ilo.org

Tel: 03-5467-2701

©ILO

21

mailto:tanaka@ilo.org

	スライド 1: 経済産業省‐ILO 「中小企業の責任あるバリューチェーン 促進に向けた環境整備」（FEE-RVC） プロジェクト
	スライド 2: ILO- 労働の課題を扱う国連専門機関
	スライド 3: 繊維産業の責任ある企業行動ガイドライン（ILO支援）
	スライド 4: 繊維産業における取組みの意義（企業）
	スライド 5
	スライド 6
	スライド 7: 政府ガイドライン
	スライド 8: Q.企業にどの程度浸透しているか？  Q.取組の効果は？
	スライド 9: 大規模企業を中心に、人権方針策定は約７割。 効果：自社及びサプライチェーンのリスク低減、投資家評価など
	スライド 10: 自社の調達方針に人権基準を組み込み、モニタリングする（中小は求められる） 個社の取組には限界があるため、政府・公的機関への要望がある
	スライド 11: 海外事業展開においても、調達先に対する要請と顧客からの要請がある 取引関係を梃子に、人権尊重が働きかけられている
	スライド 12: 地方自治体の中小企業振興施策において…  ・人権尊重に関する地域企業の困りごとに対処＆低リスクで強靭なバリューチェーンをつくる  ・効果はバリューチェーンを通じて地域社会経済に波及  ・持続可能で包摂的な 地域経済の成長促進 
	スライド 13: 中小企業の事例（すでに存在する好事例を促進する）
	スライド 14: Q.自治体はどのように企業の人権尊重を働きかけられるか
	スライド 15: 経済産業省拠出プロジェクト（2025‐27） 「中小企業の責任あるバリューチェーン促進に向けた環境整備」（FEE-RVC）
	スライド 16: 参考：地方自治体によるSDGs活動支援施策概要
	スライド 17: 参考事例①：島根県「しまね人権尊重のまちづくり推進事業」 https://www1.pref.shimane.lg.jp/life/jinken/jinken/koshi/jinkensontyou/jinkensontyou.html?utm_source=chatgpt.com
	スライド 18: 参考事例②：福知山市：市の発注業務における人権研修の実施 https://www.city.fukuchiyama.lg.jp/soshiki/6/68634.html
	スライド 19: 参考事例③　福山市「グリーンな企業プラットフォーム」　https://sdgs.fukuyama-city.jp/green/
	スライド 20: 参考事例④：川崎市SDGs経営支援 https://www.city.kawasaki.jp/280/cmsfiles/contents/0000155/155184/P08.pdf
	スライド 21:  

